
四運自公第３３号

一部改正 平成２０年７月１１日 四運自公第１９号

公 示

特定特別監視地域等において試行的に実施する

増車抑制対策等の措置について

道路運送法第８条に規定するタクシー事業に係る緊急調整措置及び同措置の発動を抑止

するための予防措置である特別監視地域制度については 「緊急調整地域の指定等につい、

て（平成14年1月29日付け四運自公第４９号 」により運用し、平成１９年度には、試行的）

な措置として、特定特別監視地域等を指定し、著しい供給過剰を未然に防止するための各

種施策を講じてきたところであるが、今般、平成２０年度の特定特別監視地域等の指定に

伴い、別紙の措置を改正することとしたので公示する。

平成１９年１１月２０日

石 丸 周 象四国運輸局長



別 紙

特別監視地域等の指定に伴い試行的に実施する

増車抑制対策等の措置について

Ⅰ．特定特別監視地域の指定等

１．特定特別監視地域の指定

四国運輸局長は、次のいずれかに該当する営業区域を特定特別監視地域として指定

することができるものとし、当該指定は公示により行うものとする。

（１）当該年度に「緊急調整地域の指定等について（平成14年1月29日付け四運自公第

４９号 （以下「地域指定公示」という ）の記１（１）①又は②に基づいて特別）」 。

監視地域として指定する営業区域のうち、タクシーの供給拡大により運転者の労働

条件の悪化等を通じた輸送の安全及び旅客の利便の低下を招く懸念が特に大きな地

域として、概ね人口３０万人以上の都市を含む営業区域

（２）当該年度に地域指定公示の記１（１）③に基づいて特別監視地域として指定する

営業区域のうち、タクシーの供給拡大により運転者の労働条件の悪化等を通じた輸

送の安全及び旅客の利便の低下を招く懸念が比較的大きな地域として、概ね人口１

０万人以上の都市を含む営業区域

（３）特別監視地域として指定する営業区域のうち （１）又は（２）に準ずるものと、

して、四国運輸局長が指定する営業区域

２．指定期間等

１．の指定は、原則として、毎年９月１日を目途に３年を超えない範囲で期間を定

めて指定するものとする。ただし、平成２０年度の指定については平成２０年７月１

１日に指定するものとする。

３．タクシー事業構造改善計画

特定特別監視地域においては、当該地域に存する一般乗用旅客自動車運送事業者を

その会員とする事業者の団体に対して、次の各事項の記載を含んだタクシー事業構造

改善計画を作成させ、これを最寄りの運輸支局に提出させるものとする。

なお、当該計画の策定及び実施に当たっては、例えば、地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律に基づく法定協議会の場を活用するなどにより、当該地域の利用者

や地方公共団体等の意見を聴取し、これらの意見を十分に反映させるものとする。

（１）利用者サービスの改善等によるタクシーの需要喚起に関する事項

（２）運転者の労働条件の改善に関する事項

（３）違法・不適切な経営の排除に関する事項

（４）その他必要と認められる事項



４．平成１９年度に指定した特別監視地域等に係る指定の解除

四国運輸局長は、平成２０年度の特別監視地域等の指定に伴い、平成１９年度に指

定した特別監視地域、特定特別監視地域、準特定特別監視地域及び特別重点監視地域

に係る指定について解除するものとし、当該解除は公示により行うものとする。ただ

し、当該解除の前にした増車の届出及び新規許可申請に伴う各種措置については、な

お従前の例による。

Ⅱ．増車に関する措置

１．増車実施の際の労働条件等に関する報告制度

特定特別監視地域において、営業区域内の一般の需要に応じることができる事業用

自動車（以下「一般車両」という ）の合計数を増加させる事業計画変更（以下「増。

車」という ）であって一定数以上の車両数の増加を内容とするものを実施しようと。

する事業者に対して、増車の届出の際に運転者の労働条件等に関する計画の提出を求

めるとともに、増車実施から一定期間経過した後にその実績の提出を求め、計画と比

較して乖離がある場合には、必要に応じてその状況の公表や減車の勧告を行う。

(１) 実施地域及び適用開始時期

特定特別監視地域において実施するものとし、原則として、地域指定をした日以

降に増車の届出を受理するものから提出を求めるものとする。ただし、前年度に特

定特別監視地域、準特定特別監視地域又は特別重点監視地域の指定を受けていない

営業区域において、地域指定をした日から１０日を経過した日までの間に増車の届

出を受理するものに限り、増車の届出の際に提出することができない場合は、増車

を実施するとき（当該増車の登録のとき）までの提出を求めることとする。

(２) 対象となる増車の規模

営業区域ごとの当該事業者の一般車両の合計数が 特定特別監視地域の指定時 ２、 （

年以上継続して指定（準特定特別監視地域又は特別重点監視地域の指定を含む ）。

されている場合は、当該継続して指定された最初の指定時 ）における当該事業者。

の一般車両の合計数（以下「基準車両数」という ）を超えることとなる増車。た。

だし、当該営業区域において個別に講じている施策に基づき、四国運輸局長が特別

な配慮が必要と認める場合には、四国運輸局長が別途公示する車両数を基準車両数

とすることができる。

(３) 増車の届出の際に提出を求める書類

増車を行う理由・その判断の根拠等、増車後における経営の見通し及び運転者の

労働条件に関する方針並びに関係指標の最近の実績と増車後の目標などを記載した

書類（別紙様式１）

(４) 増車実施時から６か月経過後に提出を求める書類

増車後の状況に関する評価、経営の見通し及び運転者の労働条件に関する方針の

達成状況並びに関係指標の実績などを記載した書類（別紙様式２）

(５) 増車後の状況の確認等



提出された(４)の書類に記載された実績が、(３)の書類に記載された計画と比較

して著しく乖離し、かつ、当該運転者の労働条件等の状況に照らして安全性や利用

者の利便性を損なうおそれがあると認められる場合には、当該事業者に対して減車

の勧告を行うとともに、その状況について公表を行うこととする。

(６) 限定解除申請事業者への準用

(１)から(５)までの措置については、業務の範囲を限定する旨の条件を付された

事業者による当該条件の解除申請を伴う増車の届出について準用するものとする。

２．増車届出事業者に対する事前監査制度

特定特別監視地域において、一定の増車を実施しようとする事業者について法令遵

守状況の確認を行うため、増車の実施前に監査を実施し、その結果、法令遵守状況に

問題がある場合には、当該事業者に対して減車の勧告を行うなどの措置を講じる。

(１) 実施地域及び適用開始時期

特定特別監視地域において実施するものとし､原則として､地域指定をした日以降

に増車の届出を受理するものから適用する。ただし、前年度に特定特別監視地域の

指定を受けていない営業区域において、地域指定をした日から１月を経過した日ま

での間に増車の届出を受理するものであって、地域指定をした日の前日までに増車

のための車両購入等の契約が締結されているもの（当該契約書（写）の提出がある

場合に限る ）に限っては適用しないものとする。。

(２) 対象となる増車

基準車両数を超えることとなる増車

(３) 事前届出書の提出時期

「一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く ）の事業計画。

（事業用自動車の数）変更の事前届出について（平成14年1月22日付け四運自旅第

６１４号 （以下「増減車届出通達」という ）の記２の規定にかかわらず、増車）」 。

実施予定日の６０日前までに届出書を提出させるものとする。

(４) 増車実施前の監査の実施

① (２)に該当する増車の届出受理後、増車が実施されるまでの間に、当該事業者

に対して監査を実施することとする。

② 当該監査については、労働基準監督機関との合同監査により実施するよう努め

るものとする。

③ 当該監査を実施した結果、自動車その他の輸送施設の使用停止以上の処分（以

下「車両使用停止以上の処分」という ）を課すこととなる法令違反（以下「違。

反」という ）が確認された場合には、当該監査終了時に当該事業者に対して、。

当該車両使用停止以上の処分が確定するまでの間の措置として、次の各措置を講

じることとする。

ア．当該増車の届出に基づく増車の実施を当面見合わせる旨の指導（増車見合わ

せ勧告 。）

イ．当該監査の結果に基づき、後日、車両使用停止以上の処分が確定した際に、

④の減車の勧告を行う旨の通知（減車勧告処分の予告 。）



ウ．ア及びイの指導及び通知については、運輸支局長が文書により行うものとす

る。

④ 当該車両使用停止以上の処分が確定した際に、当該増車の届出による増車につ

いて、減車の手続（減車に係る事業計画変更の届出。 以下同じ ）を行うよう。

運輸支局長が文書により指導する （減車の勧告）。

⑤ 当該監査を実施した結果、違反が確認された事業者であって、③及び④の措置

を講じたにもかわらず、処分の確定の日から１月を経過した日までの間に減車の

手続きを行わない事業者に対しては 「一般乗用旅客自動車運送事業者に対する、

行政処分等の基準について（平成１８年７月６日付け四運自公第４号 」に定め）

るところにより、その後の違反行為に係る処分日車数を４倍に加重することとす

る。

⑥ 増車を実施した事業者に対しては、違反の有無にかかわらず、定期的に繰り返

し監査を実施することとする。

（５）運転者確保状況及び実働率の調査

①（２）に該当する増車の届出受理後、増車が実施されるまでの間に、当該事業者

に対して、一般車両に係る運転者の確保状況及び実働率を調査することとする。

② 当該調査を実施した結果、一般車両に係る運転者の確保状況又は実働率が次の

基準を下回る場合には、増車が実施されるまでの間に当該事業者に対して、当該

増車の届出に基づく増車の実施を当面見合わせるよう運輸支局長が文書により指

導する （増車見合わせ勧告）。

ア．一般車両に係る運転者の確保状況 １両当たり１．５人。ただし、地域の標

、 。準的な運転者数を勘案して四国運輸局長が公示した場合には その人数とする

イ．一般車両に係る実働率 ８０％。ただし、地域の標準的な実働率を勘案して

四国運輸局長が公示した場合には、その率とする。

③ 当該増車の届出による増車が実施された場合には、減車の手続を行うよう運輸

支局長が文書により指導する （減車の勧告）。

(６) 限定解除申請事業者への準用

（１)から(５)までの措置については、業務の範囲を限定する旨の条件を付され

た事業者による当該条件の解除申請を伴う増車の届出について準用するものとす

る。

３．基準車両数内の増車に対する監査の特例

特別監視地域（特定特別監視地域を含む。以下同じ ）においては、基準車両数を。

超えることとならない増車については、増車実施事業者への巡回監査（以下「増車監

査」という ）の対象としないこととする。。

(１) 実施地域及び適用開始時期

特別監視地域において実施するものとし、地域指定をした日以降に増車の届出を

受理するものから適用する。

(２) 増車実施事業者に対する監査の特例措置

地域指定公示の記３(１)及び「旅客自動車運送事業の監査方針の細部取扱いにつ



いて(平成14年1月31日付け四運自旅第６７８号、四運整保第２５１号) （以下「監」

査細部取扱通達」という ）の記１(２)⑥の規定にかかわらず、基準車両数から一。

旦減車を行った後に基準車両数までの増車を行う場合は、当該減車の規模及び期間

にかかわらず増車監査の対象としないこととする。

４．一定規模以上の減車に対する監査の特例

特定特別監視地域においては、減車により基準車両数を四国運輸局長が公示する基

準以上下回っている事業者（Ⅲ．２．による引き上げ前の最低車両数基準を下回って

いる事業者を除く ）に対し、原則として、巡回監査、呼び出し監査及び呼び出し指。

導（以下「巡回監査等」という ）の対象としないこととする。。

（１）実施地域及び適用開始時期

特定特別監視地域において実施するものとし、地域指定をした日以降に減車の届

出を受理するものから適用する。

（２）減車実施事業者に対する監査の特例措置

監査細部取扱通達の記１（２）⑬ （３）⑤及び（４）の規定にかかわらず、減、

車により基準車両数を四国運輸局長が公示する基準以上下回ることとなった事業者

については、巡回監査等の対象としないこととする。

Ⅲ．新規参入に関する措置

１．新規許可事業者に対する労働条件等に関する報告制度

特定特別監視地域において、新規許可を受けようとする者（業務の範囲を限定する

旨の条件を付された許可を受けようとする者を除く。以下同じ ）に対して、新規許。

可申請の際に運転者の労働条件等に関する計画の提出を求めるとともに、運輸開始後

の一定期間経過後にその実績の提出を求め、計画と比較して乖離がある場合には、必

要に応じてその状況の公表や是正の勧告を行う。

(１) 実施地域及び適用開始時期

特定特別監視地域において実施するものとし、原則として、地域指定をした日以

降に申請を受理するものから提出を求めるものとする。ただし、前年度に特定特別

監視地域、準特定特別監視地域又は特別重点監視地域の指定を受けていない営業区

域において、地域指定をした日から１０日を経過した日までの間に申請を受理する

ものに限り、申請時に提出することができない場合は、許可処分時までの提出を求

めることとする。

(２) 新規許可申請の際に提出を求める書類等

新規参入を行う理由・その判断の根拠等、運輸開始後の経営の見通し及び運転者

の労働条件に関する方針並びに関係指標の参入後の目標などを記載した書類（別紙

様式３）を求めるものとする。

(３) 運輸開始時から６か月経過後に提出を求める書類

運輸開始後の状況に関する評価、経営の見通し及び運転者の労働条件に関する方



針の達成状況並びに関係指標の実績などを記載した書類（別紙様式４）

(４) 運輸開始後の状況の確認等

提出された(３)の書類に記載された実績が、(２)の書類に記載された計画と比較

して著しく乖離し、かつ、当該運転者の労働条件等の状況に照らして安全性や利用

者の利便性を損なうおそれがあると認められる場合には、当該事業者に対してその

是正の勧告を行うとともに、その状況について公表を行うこととする。

(５) 営業区域を拡大する事業者への準用

(１)から(４)までの措置については、営業区域の拡大に係る事業計画変更認可申

請について準用するものとし この場合においては 許可処分時 とあるのは 認、 、「 」 「

可処分時」と 「新規許可申請」とあるのは「営業区域拡大に係る事業計画変更認、

可申請」と 「新規参入」とあるのは「営業区域拡大」とそれぞれ読み替えるもの、

とする。

２．新規参入に係る最低車両数基準の引き上げ

特定特別監視地域において、新規許可を受けようとする者に対しては、新規許可基

準のうち、最低車両数に係る基準を引き上げることとする。

(１) 実施地域及び適用開始時期

特定特別監視地域において実施するものとし、地域指定をした日から１月を経過

した日以降に申請を受理するものから適用する。ただし、前年度に特定特別監視地

域又は特別重点監視地域の指定を受けている営業区域において、地域指定をした日

から１月を経過した日の前日までの間の最低車両数に係る基準の適用については、

なお、従前の例による。

(２) 新規許可に係る最低車両数基準

「一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く ）の許可申請。

事案及び事業計画変更認可申請事案等の処理方針について（平成14年1月18日付け

）」（ 「 」 。） 、四運自公第４４号 以下 処理方針公示 という の別表の規定にかかわらず

原則として、次の基準によるものとする。

① 概ね人口３０万人以上の都市を含む営業区域 ３０両

② その他の営業区域 ２０両

（３）営業区域を拡大する事業者への準用

（１）及び（２）の措置については、営業区域の拡大に係る事業計画変更認可申

請について準用するものとする。

（４）限定解除への準用

（１）及び（２）の措置については、業務の範囲を限定する旨の条件を付された

事業者による当該条件の解除申請について準用するものとする。

３．社会保険等未加入事業者に対する処分等

特定特別監視地域において、新規許可を受けようとする者に対しては、運輸開始

までに健康保険及び厚生年金（以下「社会保険」という ）並びに労働者災害保険。

以下 労災保険 という 及び雇用保険 以下 労働保険及び雇用保険 を 労（ 「 」 。） （ 「 」 「



働保険」と 「社会保険及び労働保険」を「社会保険等」という ）に加入する旨の、 。

条件を付し、未加入事業者に対しては行政処分等を行うこととする。

なお （５）の関係機関への照会については、具体的な照会手続等に関し、本省、

と関係省庁との間で引き続き協議が必要なため、照会開始時期は別途通知する。

（１）実施地域及び適用開始時期

特定特別監視地域において実施するものとし、地域指定をした日以降に申請を受

理するものから適用する。

（２）新規許可に係る法令遵守に関する基準

処理方針公示の記１（１０）及び（１２）の規定については、次のとおり取り扱

うものとする。

①（１０）法令遵守について、①及び②の規定のほか、社会保険等加入義務者が社

会保険等に加入することを加える。

②（１２）適用について、①及び②の規定のほか、運輸開始までに社会保険等加入

義務者が社会保険等に加入する旨の条件を付すことを加える。

（３）運輸開始届出時の確認

運輸開始届出書を受理する際においては、次のとおり確認を行うこととする。

① 「 健康保険・厚生年金保険）新規適用届（写 」及び「労働保険／保険関係成（ ）

立届（写 （以下「確認書類」という ）を添付させ、運輸開始日から社会保険）」 。

等に適正に加入していることの確認を行う。

② 運輸開始届出書に確認書類の添付がない場合は、事業者に対し加入状況を確認

した上で、運輸開始届出書を受理する。

（４）巡回監査等の実施

運輸開始届出書を受理する際に確認書類がなく、運輸開始日から社会保険等へ

の適正な加入が認められない場合は、巡回監査等を実施することとする。監査の

結果、社会保険等の未加入が確認された場合は、行政処分等の基準に基づき処分

等を行うことを事業者に通知することとする。

（５）関係機関への照会

巡回監査等の結果、社会保険等の未加入が確認された場合には、四国運輸局長

又は運輸支局長は、次のとおり社会保険等の未加入状況について照会することと

する （四国運輸局長が照会する場合には、管轄運輸支局長を経由して行う ）。 。

① 社会保険については、関係地方社会保険事務局長（地方社会保険事務局保険主

管課）に対して、別紙様式５により行う。

② 労働保険については、関係県労働局長（県労働局総務部（労働保険徴収部）労

働保険徴収主務課室及び職業安定部職業安定主務課）に対して別紙様式６により

行う。

（６）行政処分等

社会保険等関係機関に対して社会保険等の未加入状況について照会し、未加入

である旨の回答を得た場合は、道路運送法第８６条第１項違反として、行政処分

等の基準に基づき処分等を行うこととする。

なお、未加入事業者に対して行政処分等を行った場合は、当該処分結果につい



て、速やかに関係機関に連絡することとする。

４．新規許可前の現地確認

特定特別監視地域において、新規許可を受けようとする者に対しては、可能な限り

現地確認を行うこととする。

附 則（平成２０年７月１１日 四運自公第１９号）

本公示は、平成２０年７月１１日から適用する。



別紙様式１

平成 年 月 日

○○運輸支局長 殿

住 所

氏名又は名称

代 表 者 名

連 絡 先

一般乗用旅客自動車運送事業（個人タクシーを除く）の増車に伴う

運転者の労働条件等に関する計画書

１．当該地域において、増車を行う理由・その判断の根拠等について

２．増車後における経営の見通し及び運転者の労働条件に関する方針について

３．経営及び運転者の労働条件に関する指標の目標及び実績

別表のとおり

４．添付書類

３．の別表報告期間内の月別輸送実績（写）



別紙様式２

平成 年 月 日

○○運輸支局長 殿

住 所

氏名又は名称

代 表 者 名

連 絡 先

一般乗用旅客自動車運送事業（個人タクシーを除く）の増車に伴う

運転者の労働条件等に関する報告書

平成 年 月 日に提出した、増車に伴う運転者の労働条件等に関する

計画書の実施状況について、以下のとおり報告致します。

１．増車後の状況に関する評価について

２．計画書に記載した、増車後における経営の見通し及び運転者の労働条件に関す

る方針の達成状況

３．経営及び運転者の労働条件に関する指標の目標及び実績

別表のとおり

（３．の別表報告期間内）４．過去１年間の採用運転者の内訳

自社養成乗務員 他社からの移籍 そ の 他 合 計

人 人 人 人

５．添付書類

３．の別表報告期間内の月別輸送実績（写）



別紙様式３

平成 年 月 日

○○運輸支局長 殿

住 所

氏名又は名称

代 表 者 名

連 絡 先

一般乗用旅客自動車運送事業（個人タクシーを除く）の新規参入に伴う

運転者の労働条件等に関する計画書

１．当該地域において新規参入を行う理由・その判断の根拠等について

２．運輸開始後の経営の見通し及び運転者の労働条件に関する方針

３．経営及び運転者の労働条件に関する指標の目標及び実績

別表のとおり

４．添付書類

３．別表の報告期間内の月別輸送実績（写）



別紙様式４

平成 年 月 日

○○運輸支局長 殿

住 所

氏名又は名称

代 表 者 名

連 絡 先

一般乗用旅客自動車運送事業（個人タクシーを除く）の新規参入に伴う

運転者の労働条件等に関する報告書

平成 年 月 日に提出した、新規参入に伴う運転者の労働条件等に

関する計画書の実施状況について、以下のとおり報告致します。

１．運輸開始後の状況に関する評価について

２．計画書に記載した、運輸開始後の経営の見通し及び運転者の労働条件に関す

る方針の達成状況

３．経営及び運転者の労働条件に関する指標の目標及び実績

別表のとおり

(３．の別表報告期間内）４．新規参入後の採用運転者の内訳

自社養成乗務員 他社からの移籍 そ の 他 合 計

人 人 人 人

５．添付書類

３．の別表報告期間内の月別輸送実績（写）



別紙様式５

一般乗用旅客自動車運送事業者の社会保険の未加入状況等について

第 号
平成 年 月 日

○○社会保険事務局長 殿
○○運輸局長
○○運輸支局長

標記の件について、下記のとおり確認しましたので照会します。
なお、貴局については、本紙により回答願います。

記

事 業 者 名 代表者名
（ ）営業所

所 在 地 電話番号

従 業 員 数 適用従業員 名 、適用従業員以外の従業員 名

保険の種類 加 入 状 況

健 康 保 険 ・加入済み ・従業員加入状況：全て加入 、一部未加入
政管・組合 未加入者の氏名： ）（ ） （

・未加入 （未加入の理由）

厚 生 年 金 ・加入済み ・従業員加入状況：全て加入 、一部未加入
未加入者の氏名： ）（

・未加入 （未加入の理由）

連 絡 先 担当所属：
担当者： 電話番号：

確 認 日 年 月 日

特 記 事 項 事業開始年月日 年 月 日

社会保険の未加入状況について（回答）
第 号

平成 年 月 日
○○運輸局長
○○運輸支局長 あて

○○社会保険事務局長

本照会にについて、下記のとおり回答します。

記

１ 確認日：平成 年 月 日
２ 確認結果：
３ 特記事項：



別紙様式６

一般乗用旅客自動車運送事業者の労働保険の未加入状況等について

第 号
平成 年 月 日

○○労働局長 殿
○○運輸局長
○○運輸支局長

標記の件について、下記のとおり確認しましたので照会します。
なお、貴局については、本紙により回答願います。

記

事 業 者 名 代表者名
（ ）営業所

所 在 地 電話番号

労 働 者 数 常勤労働者 名 、常勤労働者以外の労働者 名

保険の種類 加 入 状 況

労 災 保 険 加入の有無： 有 ・ 無

雇 用 保 険 ・加入済み ・従業員加入状況：全て加入 、一部未加入
未加入者の氏名： ）（

・未加入 （未加入の理由）

連 絡 先 担当所属：
担当者： 電話番号：

確 認 日 年 月 日

特 記 事 項 事業開始年月日 年 月 日

労働保険の未加入状況について（回答）
第 号

平成 年 月 日
○○運輸局長
○○運輸支局長 あて

○○労働局長

本照会にについて、下記のとおり回答します。

記

１ 確認日：平成 年 月 日
２ 確認結果：
３ 特記事項：



別添

様式記載上の留意事項

事業所（営業所）ごとの情報を記載する。

１ 様式１

社会保険の未加入状況等について記載する。

（１）従業員数

○適用従業員：正規の社員等社会保険の適用を受ける者

（２）事業所加入状況

○加入済み：事業所として既に適用手続を行っており、全ての加入義務者が加入し

ている（新規適用届を提出し、全ての加入義務者の（健康保険・厚生

年金保険）被保険者資格取得届が提出されている）場合

・政管：政府管掌健康保険に加入している場合

・組合：健康保険組合に加入している場合

○未加入：事業所として全く適用手続を行っていない又は適用手続は行っている

が、全ての加入義務者が加入していない（新規適用届を提出していない又

は提出しているが、全ての加入義務者の（健康保険・厚生年金保険）被保

険者資格取得届が提出されていない）場合

・理由：手続未了の理由を簡記する。

＊ 注：適用対象でない事業所又は新規適用届が提出済みで加入すべき者全てが加

入している事業所は照会対象としない。

○従業員加入状況

上記で未加入とした場合であって、事業所として全く適用手続を行っていない

又は適用手続きは行っているが、加入義務者の全てが未加入である場合は、記載

不要。

（３）確認日

照会に係る監査により未加入状況等を最終的に確認した日

（４）特記事項

（ ）、当該事業所の事業開始日 実際に一般乗用旅客自動車運送事業を開始した日

その他特記すべき事項

２ 様式２

労働保険の未加入状況等について記載する。

（１）労働者数

①常勤労働者：事業主に雇用される者で次項②を除く。

②常勤労働者以外の労働者：臨時内職的に就労する者（判断基準：１週間の所定労

働時間が２０時間未満、又は１年以上引き続き雇用さ

れる見込みがないこと ）。

（２）事業所加入状況

①労災保険の加入の有無



○有：適用事業所として既に労働保険関係成立届を提出している場合

○無：適用事業所として労働保険関係成立届を提出していない場合

②雇用保険の加入の有無

○加入済み：適用事業所として既に労働保険関係成立届（雇用保険適用事業所設

置届を含む）を提出し、全ての加入義務者の雇用保険被保険者資格

取得届を提出している場合

○未加入：適用事業所として労働保険関係成立届（雇用保険適用事業所設置届を

含む）を提出していない又は提出しているが、全ての加入義務者の雇

用保険被保険者資格取得届を提出していない場合

・理由：手続未了の理由を簡記する。

＊ 注１：労災保険及び雇用保険ともに、労働保険関係成立届（通常は、１枚の

労働保険関係成立届で労災保険及び雇用保険の両保険が成立）が必要

であり、雇用保険については、雇用保険適用事業所設置届も併せて提

出する必要がある。

（ ）、 、＊ 注２：適用対象でない事業所 労働者がいない又は家族従業員のみ 又は

労働保険及び雇用保険に係る届がともに提出済みである事業所につい

ては、照会対象としない。

○従業員加入状況

加入義務者の加入状況を記載する。

但し、②で未加入とした場合であって、適用事業所として労働保険関係成立

（ ） 、届 雇用保険適用事業所設置届を含む を提出していない又は提出しているが

加入義務者の全てが未加入である場合は、記載不要。

（３）確認日

照会に係る監査により未加入状況等を最終的に確認した日

（４）特記事項

当該事業所の事業開始日（実際に一般乗用旅客自動車運送事業を開始した日 、）

その他特記すべき事項



別表
 ３．増車後における経営及び運転者の労働条件に関する指標の目標及び実績

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 平均値

※正規乗務員

定時制乗務員

    （報告書提出時に記載）

Ｄ 平均値

※正規乗務員

定時制乗務員

※正規乗務員とは、定時制乗務員以外の者を指す

月

日　車　営　収

実　　働　　率（％）

実在車両数（期末）

運転者給与支給率
Ｂ／Ａ（％）

Ｂ 運転者人件費総支給額
（福利厚生費事業者
負担分を除く）

実　　車　　率（％）

運転者数
（期中平均）

Ａ総運送収入（千円）　

Ｃ　増車実施
後の目標値

運転者数
（期中平均）

Ａ　総運送収入（千円）　

Ｂ 運転者人件費総支給額
（福利厚生費事業者
負担分を除く）

実　　車　　率（％）

日　車　営　収

増車実施前12ヶ月の輸送実績

目標値を１００
とした場合の
指数（Ｄ／Ｃ）

運転者給与支給率
Ｂ／Ａ（％）

実在車両数（期末）

実　　働　　率（％）

増車実施後６ヶ月の輸送実績

月 月 月月 月



別表
３．新規参入における経営及び運転者の労働条件に関する指標の目標及び実績

   

Ｄ 平均値

※正規乗務員

定時制乗務員

※正規乗務員とは、定時制乗務員以外の者を指す

目標値を１００
とした場合の
指数（Ｄ／Ｃ）

運輸開始後６ヶ月の輸送実績

月 月 月月 月 月

日　車　営　収

実　　働　　率（％）

実在車両数（期末）

運転者給与支給率
Ｂ／Ａ（％）

Ｂ 運転者人件費総支給額
（福利厚生費事業者
負担分を除く）

実　　車　　率（％）

運転者数
（期中平均）

Ａ総運送収入（千円）　




